
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田

全体計画 経費区分 － 内線 3644

事務事業名 4282 私立保育所運営助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 040000 私立保育所運営助成事業

事業目的 事業概要・効果 

私立保育所の円滑なる運営保育内容の向上 市内の８私立保育所等が実施する保育士配置基準を緩

和するための保育士雇用及び特別支援のための加配保

育士の雇用等に対し、補助金を交付し運営の安定及び

保育内容の充実が図られた。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

補助総額　42,8

内

71,000円 補助総

部

額　143,616,

評

471円

令和 4年度

価

　予定 令和 5年度　

【

予定

補助総額　74,

二

485,000円

令和

次

 6年度　予定 令和 

】

7年度　予定

1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



30

特 定 都道府県支出金 12,193 15,555

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 61,891 38,203

正規職員 0.3 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,133.3 2,844.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,133.3 2,844.4

市民一人当たりの経費 2.8 1.3

総額 148,704.3 65,932.4

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10

内

節 需用費 0

12節 

部

委託費 0

14節 工事

評

請負費 0

私立保育園に

価

対する補助金 143

【

,617
18節 負担

二

金補助及び交付金 14

次

3,617

国庫補助返

】

還金（子ども子育て支

2

援体制総合推進事業）

頁

2,954
その他 2,

指

954

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 病児保育実施

算　　式 単位 か所

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 1 1 1 1 1
目 標 値

実 績 1 1 1 1 1

指標選定 -

の 理 由

最終年度 -

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 146,571 63,088

国庫支出金 72,487 9,3



委

めているか 変わらない

託

・使用料などの受益者

費

負担や補助対象事業の

1

範囲など、財源確保の

4

余地はないか

補助基準

節

等があるためコスト削

 

減は難しい

評   価

工

コメント

振り返り（決

事

算年度の取組み課題）

請

新たな保育施設の建設

負

補助金交付による支援

費

をすることで増加する

1

保育需要に対応できた

8節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立保育園に

4

対する補助金　63,

年

088
18節 負担金

度

補助及び交付金 63,

当

088

その他 0

ＣＨＥ

初

ＣＫ

個別評価

項目 評価

予

観点 評価内容

・市民の

算

生命・財産を守るため

　

市が実施することが必

事

要不可欠な事業である

業

か

・行政内部の管理運

費

営上必要な事業である

の

か

必 要 性 ・市が主

内

体となり実施すべき事

訳

業か 必要不可欠

・法的

主

な根拠や公的関与の妥

な

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

金

想）に結びついている

額

か

保育需要に対応する

内

ため、民間施設のへの

容

補助は不可欠

評   

7

価

コメント

・事業の成

節

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

報

民生活上の課題解決に

償

貢献しているか 大変有

費

効

・行政内部の管理上

1

の課題解決に貢献して

0

いるか

・事業の目的が

節

達成できるような事業

 

内容になっているか

保

需

育需要に対応するため

用

、民間施設のへの補助

費

は大変有効

評   価

1

コメント

・成果を落と

2

さずにコストを削減す

節

る方法はあるか

効 率

 

 性 ・効率性向上に努



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

保育需要の増加に対応するため、民間施設の増加は不 保育需要の増加に対応するため、民間施設の増

内

加は不

可欠 可欠

外部評

部

価

次年度以降の方向性

評

外部評価コメント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

養育支 を図る。人権教

規

育プログラム（CAP

完

ﾜｰｸｼｮﾌﾟ）、養

了

育支

援訪問事業、ショ

事

ートステイ事業の実施

業

。 援訪問事業、ショー

ゼ

トステイ事業の実施。

ロ

令和 4年度　予定 令

予

和 5年度　予定

子ど

算

も家庭支援員　3名

児

事

童の発達相談及び児童

業

虐待防止対応のため、

担

相談業

務の実施。要対

当

協の調整機関として関

者

係機関との連携

を図る

全

。人権教育プログラム

体

（CAPﾜｰｸｼｮﾌ

計

ﾟ）、養育支

援訪問事

画

業、ショートステイ事

経

業の実施。

令和 6年

費

度　予定 令和 7年度

区

　予定

分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 内藤

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 5年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3645

事務事業名 4284 家庭児童相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 050000 家庭児童相談事業

事業目的 事業概要・効果 

  家庭における人間関係の健全化及び児童養育の適正   家庭児童相談員を配置し、きめ細やかな寄り添った

化や虐待防止等、家庭児童福祉の向上のため、家庭児 支援を実施する。

童相談員による専門的な相談業務等を行う。   教職員及び年長児童とその保護者に対してCAPワー

 クショップ

内

を実施し、児童虐待防

部

止強化を図る。

  要

評

対協の調整機関として

価

関係機関との連携を図

【

る。

　養育支援が必要

二

である家庭に対し、安

次

定した養育を

可能とす

】

るため、訪問支援者を

1

派遣し、相談及び支援

頁

(養育支援訪問事業）

令

を実施する。

　保護者

和

が児童を養育すること

　

が一時的に困難となっ

４

た場合に、当該児童を

年

児童福祉施設において

度

一定期間

養育を行うシ

　

ョートステイ事業を実

行

施する。

ＰＬＡＮ－Ｄ

政

Ｏ

年度実績及び予定

令

評

和 2年度　実績 令和

価

 3年度　実績

家庭児

事

童相談員　2名 子ども

業

家庭支援員　3名

児童

別

の発達相談及び児童虐

シ

待防止対応のため、相

ー

談業 児童の発達相談及

ト

び児童虐待防止対応の

実

ため、相談業

務の実施

計

。要対協の調整機関と

対

して関係機関との連携

象

務の実施。要対協の調

評

整機関として関係機関

価

との連携

を図る。人権

対

教育プログラム（CA

象

Pﾜｰｸｼｮﾌﾟ）、



他 0 0

一般財源 7,536 8,452

正規職員 0.2 1.0
人員数

会計年度（フル） 1.8 2.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 1,422.2 7,111.0

人　員 会計年度（フル） 5,931.0 6,590.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 7,353.2 13,701.0

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 15,561.2 22,827.0

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

ＣＡＰ研修講師謝礼894
7節  報償費 894

ＣＡＰ研修テキスト代22、ステッ

内

プアップ教材26
10

部

節 需用費 48

養育支

評

援訪問事業委託料（家

価

事・育児支援ヘルパー

【

委託）188、子育て

二

短
12節 委託費 34

次

7
期支援事業(ショー

】

トステイ事業）委託料

2

159

14節 工事請

頁

負費 0

家庭児童相談員

指

連絡協議会負担金4
1

 

8節 負担金補助及び

標

交付金 4

家庭児童相談

 

員給料4,579、職

名

員手当等1,184、

算

共済費1,140、保

　

護者ワー
その他 6,9

　

15
ク託児手数料12

式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,208 9,126

国庫支出金 314 337

特 定 都道府県支出金 358 337

財 源 地方債 0 0

その



委

上がっているか

・目標

託

に対する達成度は十分

費

か

有 効 性 ・市民生

1

活上の課題解決に貢献

4

しているか 大変有効

・

節

行政内部の管理上の課

 

題解決に貢献している

工

か

・事業の目的が達成

事

できるような事業内容

請

になっているか

数値化

負

は難しいが関係機関と

費

連携して案件にあたっ

1

ており、有効と考える

8

。

評   価

コメント

節

・成果を落とさずにコ

 

ストを削減する方法は

負

あるか

効 率 性 ・効

担

率性向上に努めている

金

か 変わらない

・使用料

補

などの受益者負担や補

助

助対象事業の範囲など

及

、財源確保の余地はな

び

いか

会議・訪問等で２

交

名外出することが多く

付

、常駐１名で窓口対応

金

していることから人数

そ

削減等は困難。

評  

の

 価

コメント

振り返り

他

（決算年度の取組み課

Ｃ

題）

CAP研修は７年

Ｈ

目を経過し、今後の方

Ｅ

向性を検討する時期を

Ｃ

迎える。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

ＣＡＰ研修講師謝礼1

令

,056
7節  報償

和

費 1,056

ＣＡＰ研

 

修テキスト代22、ス

4

テップアップ教材60

年

10節 需用費 82

養

度

育訪問支援事業委託料

当

（家事・育児支援ヘル

初

パー委託）743
12

予

節 委託費 824
子育

算

て短期支援事業（ショ

　

ートステイ）委託料8

事

1

14節 工事請負費

業

0

家庭児童相談員連絡

費

協議会負担金4、虐待

の

対応研修会負担金9
1

内

8節 負担金補助及び

訳

交付金 13

会計年度給

主

料4,605、職員手

な

当等1,240、共済

節

費1,190、旅費1

金

01、保護者ワ
その他

額

7,151
ーク託児手

内

数料15

ＣＨＥＣＫ

個

容

別評価

項目 評価観点 評

7

価内容

・市民の生命・

節

財産を守るため市が実

 

施することが必要不可

 

欠な事業であるか

・行

報

政内部の管理運営上必

償

要な事業であるか

必 

費

要 性 ・市が主体とな

1

り実施すべき事業か 必

0

要不可欠

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

 

あるか

・目的は結果（

需

施策の目指す理想）に

用

結びついているか

子ど

費

もの健全な育成及び生

1

命の安全を確保するた

2

め今後も継続する必要

節

がある。

評   価

コ

 

メント

・事業の成果は



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童虐待防止など重要かつ迅速な対応が求められる業 要保護児童への適切な支援等、家庭児童相

内

談員の業務

務である。

部

2021年度からは子

評

ども家庭支援員を１人

価

増 は重要。引き続き3

【

人体制で相談業務を行

二

う。

員し３人体制にし

次

て、相談業務の強化を

】

図った。

外部評価

次年

4

度以降の方向性

外部評

頁

価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

か教室の実施　 ・すこ

規

やか教室の実施　

・心

完

理、個別相談の実施 ・

了

心理、個別相談の実施

事

・すこやか相談事業研

業

修会の開催　1回 ・す

ゼ

こやか相談事業研修会

ロ

の開催　1回

令和 4

予

年度　予定 令和 5年

算

度　予定

・発達アンケ

事

ート(5歳児保護者、

業

5歳児担任）の実施 ・

担

発達アンケート(5歳

当

児保護者、5歳児担任

者

）の実施

・巡回　5歳

全

児、6歳児、小１ ・巡

体

回　5歳児、6歳児、

計

小１

・すこやか教室の

画

実施　 ・すこやか教室

経

の実施　

・心理、個別

費

相談の実施 ・心理、個

区

別相談の実施

・すこや

分

か相談事業研修会の開

内

催　1回 ・すこやか相

線

談事業研修会の開催　

事

1回

令和 6年度　予

務

定 令和 7年度　予定

事

・発達アンケート(5

業

歳児保護者、5歳児担

名

任）の実施 ・発達アン

所

ケート(5歳児保護者

　

、5歳児担任）の実施

　

・巡回　5歳児、6歳

属

児、小１ ・巡回　5歳

施

児、6歳児、小１

・す

　

こやか教室の実施　 ・

　

すこやか教室の実施　

策

・心理、個別相談の実

会

施 ・心理、個別相談の

計

実施

・すこやか相談事

予

業研修会の開催　1回

算

・すこやか相談事業研

科

修会の開催　1回

目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 内藤

全体計画 平成27年度 ～ 令和 2年度 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12602 すこやか相談事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030201 民生費・児童福祉費・児童福祉総務費
科目

事業 070000 すこやか相談事業

事業目的 事業概要・効果 

３歳児健診以後、小学校入学までの間の児童の発達の 平成18年度から子ども課に専任のコーディネータを配

状況を早期に把握し、発達障がいが疑われる児童とそ 置し「すこやか相談事業」を実施。５歳児童全員のア

の保護者に対し、早期療育支援等子育て支援を的確に ンケート調査（保護者・クラス担任）を

内

基に各園を巡

行うとと

部

もに、幼稚園・保育園

評

へも支援を行い、児童

価

回する中で、個別に支

【

援が必要な児童を早期

二

発見し、

の就学に向け

次

て総合的な支援を行う

】

。 療育教室へ繋げるな

1

ど早期支援を行う。併

頁

せてアンケ

ートで児童

令

の心配な点を上げてき

和

た保護者全てに、ス

タ

　

ッフから、現在の児童

４

の姿を伝えるなど保護

年

者への

支援も実施。小

度

学校に入学後も個別配

　

慮・支援、継続

観察が

行

必要と思われる児童に

政

ついては、小学校へ引

評

き

継ぐとともに巡回を

価

実施。幼・保・小が連

事

携し、一人

ひとりの児

業

童に寄り添い継続支援

別

ができる。

ＰＬＡＮ－

シ

ＤＯ

年度実績及び予定

ー

令和 2年度　実績 令

ト

和 3年度　実績

・発

実

達アンケート(5歳児

計

保護者、5歳児担任）

対

の実施 ・発達アンケー

象

ト(5歳児保護者、5

評

歳児担任）の実施

・巡

価

回　5歳児、6歳児、

対

小１ ・巡回　5歳児、

象

6歳児、小１

・すこや



その他 0 0

一般財源 7,154 700

正規職員 0.8 0.8
人員数

会計年度（フル） 2.2 2.2
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 5,688.8 5,688.8

人　員 会計年度（フル） 7,249.0 7,249.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 12,937.8 12,937.8

市民一人当たりの経費 0.4 0.4

総額 20,091.8 20,598.8

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

臨床心理士謝礼165、すこやか相談研修会講師謝礼7
7節  報償費 172

すこ

内

やか教室教材費45
1

部

0節 需用費 45

12

評

節 委託費 0

14節 

価

工事請負費 0

18節 

【

負担金補助及び交付金

二

0

すこやか相談ｺｰﾃ

次

ﾞｨﾈｰﾀ及び保健師

】

給料4,766、職員

2

手当等937、
その他

頁

6,937
共済費1,

指

229、旅費0、郵便

 

料等5

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 7,154 7,661

国庫支出金 0 5,569

特 定 都道府県支出金 0 1,392

財 源 地方債 0 0



委

できるような事業内容

託

になっているか

保健セ

費

ンターや幼稚園及び保

1

育園だけでは網羅でき

4

ない児童の発達度合い

節

を、フラットな立場で

 

見ることで、

子どもに

工

とって必要な支援の提

事

案を保護者及び各園に

請

伝えることができる。

負

評   価

コメント

・

費

成果を落とさずにコス

1

トを削減する方法はあ

8

るか

効 率 性 ・効率

節

性向上に努めているか

 

変わらない

・使用料な

負

どの受益者負担や補助

担

対象事業の範囲など、

金

財源確保の余地はない

補

か

巡回職員の人数削減

助

は困難。研修事業も最

及

低限必要な研修を実施

び

。

評   価

コメント

交

振り返り（決算年度の

付

取組み課題）

コロナ禍

金

により巡回の頻度と確

そ

認時間が縮小され、最

の

低限の質は確保したが

他

、より実施の工夫が求

Ｃ

められる。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

臨床心理士謝礼 18

令

7、すこやか相談研修

和

講師謝礼 30
7節 

 

 報償費 217

すこや

4

か教室教材費 50
1

年

0節 需用費 50

12

度

節 委託費 0

14節 

当

工事請負費 0

18節 

初

負担金補助及び交付金

予

0

すこやか相談ｺｰﾃ

算

ﾞｨﾈｰﾀ及び保健師

　

給料4,788、職員

事

手当等1,293、
そ

業

の他 7,394
共済費

費

1,288、旅費20

の

、郵便料等5

ＣＨＥＣ

内

Ｋ

個別評価

項目 評価観

訳

点 評価内容

・市民の生

主

命・財産を守るため市

な

が実施することが必要

節

不可欠な事業であるか

金

・行政内部の管理運営

額

上必要な事業であるか

内

必 要 性 ・市が主体

容

となり実施すべき事業

7

か 必要不可欠

・法的な

節

根拠や公的関与の妥当

 

性はあるか

・目的は結

 

果（施策の目指す理想

報

）に結びついているか

償

必要な支援を早期に行

費

うことができる。子ど

1

もの発達・成長に必要

0

な事業。

評   価

コ

節

メント

・事業の成果は

 

上がっているか

・目標

需

に対する達成度は十分

用

か

有 効 性 ・市民生

費

活上の課題解決に貢献

1

しているか 大変有効

・

2

行政内部の管理上の課

節

題解決に貢献している

 

か

・事業の目的が達成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

子どもの発達状況を早期に把握し必要な支援を園小切 早期療育支援等子育て支援を的確に行うた

内

め重要な事

れ目なく支

部

援するための事業であ

評

り益々重要性が高ま 業

価

であり、引き続き児童

【

一人ひとりに寄り添っ

二

た支援

っている。 を行

次

っていく。

外部評価

次

】

年度以降の方向性

外部

4

評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田

全体計画 経費区分 義務的経費 内線 3644

事務事業名 4285 保育所運営委託事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030202 民生費・児童福祉費・児童措置費
科目

事業 010000 保育所運営委託事業

事業目的 事業概要・効果 

乳児保育、延長保育などの保育ニーズに対応するため 市内の私立保育園、認定こども園７園及び、市外の公

、委託により保育の充実を図る。 立・私立保育園１０園に保育児童の委託を行い保育を

実施し、多様化する保育ニーズに対応した。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

市内の６私立保育園

内

（認定こども園）、市

部

外の公立・ 市内の７私

評

立保育園（認定こども

価

園）、市外の公立・

私

【

立保育園25園に保育

二

実施児童の委託予定 私

次

立保育園13園に保育

】

実施児童の委託した

令

1

和 4年度　予定 令和

頁

 5年度　予定

市内の

令

７私立保育園（認定こ

和

ども園）、市外の公立

　

・

私立保育園13園に

４

保育実施児童の委託予

年

定

令和 6年度　予定

度

令和 7年度　予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



2,063 123,614

財 源 地方債 0 0

その他 0 51,300

一般財源 179,378 128,745

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 711.1 711.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 711.1 711.1

市民一人当たりの経費 10.6 10.5

総額 556,735.1 551,599.1

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 

内

委託費 0

14節 工事

部

請負費 0

保育所運営費

評

負担金550,623

価

、施設等利用給付費3

【

4
18節 負担金補助

二

及び交付金 550,6

次

57

子どものための教

】

育・保育給付返還金　

2

5,367
その他 5,

頁

367

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 556,024 550,888

国庫支出金 264,583 247,229

特 定 都道府県支出金 11



委

に努めているか 変わら

託

ない

・使用料などの受

費

益者負担や補助対象事

1

業の範囲など、財源確

4

保の余地はないか

効率

節

的な保育の実施には民

 

間施設等への委託は必

工

要

評   価

コメント

事

振り返り（決算年度の

請

取組み課題）

民間施設

負

による保育が必要な児

費

童の受入れすることに

1

より、待機児童の発生

8

が無かった

節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

保育所運営費

4

負担金　550,00

年

0、施設利用給付費　

度

888
18節 負担金

当

補助及び交付金 550

初

,888

その他 0

ＣＨ

予

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

算

価観点 評価内容

・市民

　

の生命・財産を守るた

事

め市が実施することが

業

必要不可欠な事業であ

費

るか

・行政内部の管理

の

運営上必要な事業であ

内

るか

必 要 性 ・市が

訳

主体となり実施すべき

主

事業か 必要不可欠

・法

な

的な根拠や公的関与の

節

妥当性はあるか

・目的

金

は結果（施策の目指す

額

理想）に結びついてい

内

るか

保育の実施には民

容

間施設等への委託は不

7

可欠

評   価

コメン

節

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対

 

する達成度は十分か

有

報

 効 性 ・市民生活上

償

の課題解決に貢献して

費

いるか 大変有効

・行政

1

内部の管理上の課題解

0

決に貢献しているか

・

節

事業の目的が達成でき

 

るような事業内容にな

需

っているか

保育の実施

用

には民間施設等への委

費

託は非常に有効

評  

1

 価

コメント

・成果を

2

落とさずにコストを削

節

減する方法はあるか

効

 

 率 性 ・効率性向上



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

今後も民間施設による保育を進める 民間施設による保育は、保育需要を満たすためにも今

後も必要不

内

可欠

外部評価

次年度以

部

降の方向性

外部評価コ

評

メント

価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 徳永

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4288 保育所管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 020000 保育所管理事業

事業目的 事業概要・効果 

公立保育園の管理運営 新型コロナウイルス感染症禍における、保育園児の手

洗いについて須坂東部保育園遊戯室に手洗い場を設置

して児童の衛生管理を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育所施設修繕　1,000,000円 保育所施設修繕　5,184,679円

借上料　9,105,000円

内

等 借上料　8,671

部

,587円等

令和 4

評

年度　予定 令和 5年

価

度　予定

保育所施設修

【

繕　4,100,00

二

0円

借上料　8,59

次

3,000円等

令和 

】

6年度　予定 令和 7

1

年度　予定

頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



418

一般財源 61,823 49,349

正規職員 2.4 2.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 8.3 9.3

正規職員 17,066.4 17,066.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 12,790.3 14,331.3

計 29,856.7 31,397.7

市民一人当たりの経費 1.8 1.6

総額 91,911.7 81,164.7

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費1,882、下水3,554、修繕2,38

内

9、電気13,254

部

、ガス5,628、
1

評

0節 需用費 38,0

価

16
水道4,724

保

【

育料業務336、保守

二

点検382、シルバー

次

414、その他798

】

12節 委託費 10,

2

438

14節 工事請

頁

負費 0

日本スポーツ振

指

興負担金358、保育

 

園連盟負担金146、

標

会議167、他118

 

18節 負担金補助及

名

び交付金 789

賃借料

算

8,672、手数料3

　

,680、原材料43

　

4、公課費8、他18

式

その他 12,812
 

単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 62,055 49,767

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 232



委

・市民生活上の課題解

託

決に貢献しているか 大

費

変有効

・行政内部の管

1

理上の課題解決に貢献

4

しているか

・事業の目

節

的が達成できるような

 

事業内容になっている

工

か

保育が必要な児童を

事

公立保育園で受け入れ

請

ることで、保護者の就

負

労等に非常に有効

評 

費

  価

コメント

・成果

1

を落とさずにコストを

8

削減する方法はあるか

節

効 率 性 ・効率性向

 

上に努めているか 変わ

負

らない

・使用料などの

担

受益者負担や補助対象

金

事業の範囲など、財源

補

確保の余地はないか

保

助

育の質と効率性につい

及

て十分に考慮している

び

評   価

コメント

振

交

り返り（決算年度の取

付

組み課題）

保護者の就

金

労に必要不可欠な保育

そ

施設管理ができた

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費1,969、下水3

和

,800、修繕4,4

 

89、電気13,13

4

0、ガス6,288、

年

10節 需用費 34,

度

467
水道4,800

当

電算業務340、電気

初

保安業務197、シル

予

バー600、その他1

算

,101
12節 委託

　

費 2,238

14節 

事

工事請負費 0

日本スポ

業

ーツ振興センター会費

費

360、保育園連携負

の

担金150、会議25

内

7
18節 負担金補助

訳

及び交付金 767

賃借

主

料8,593、手数料

な

3,591、原材料費

節

500
その他 12,2

金

95

ＣＨＥＣＫ

個別評

額

価

項目 評価観点 評価内

内

容

・市民の生命・財産

容

を守るため市が実施す

7

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

 

部の管理運営上必要な

 

事業であるか

必 要 

報

性 ・市が主体となり実

償

施すべき事業か 必要不

費

可欠

・法的な根拠や公

1

的関与の妥当性はある

0

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

 

ついているか

保育が必

需

要な児童の受け入れに

用

は公立保育園の適切な

費

管理は必要不可欠

評 

1

  価

コメント

・事業

2

の成果は上がっている

節

か

・目標に対する達成

 

度は十分か

有 効 性



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

適切な施設管理ができたと考えているが、今後施設の 施設の適正な維持管理を行った。今後施設の老

内

朽化に

老朽化によりさ

部

らなる財政負担が必要

評

と考える よりさらなる

価

財政負担が必要と考え

【

る。

外部評価

次年度以

二

降の方向性

外部評価コ

次

メント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 徳永

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4289 通常保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 030000 通常保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保護者の就労や病気により、家庭において十分保育す 保護者が昼間労働に従事するなど、家庭において十分

ることができない児童を家庭の保護者にかわって保育 保育することができない児童の保育を行った。

し、児童の健全な発育を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育の実施予定延児童数11,30

内

0人 保育の実施延児童

部

数10,796人

令和

評

 4年度　予定 令和 

価

5年度　予定

保育の実

【

施延児童数11,30

二

0人

令和 6年度　予

次

定 令和 7年度　予定

】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



,499

財 源 地方債 0 0

その他 44,672 87,162

一般財源 418,107 421,366

正規職員 57.6 56.7
人員数

会計年度（フル） 60.0 61.0
（人）

会計年度（パート） 56.3 53.3

正規職員 409,593.6 403,193.7

人　員 会計年度（フル） 197,700.0 200,995.0

コスト 会計年度（パート） 86,758.3 82,135.3

計 694,051.9 686,324.0

市民一人当たりの経費 22.2 23.1

総額 1,162,464.9 1,207,142.0

（単位：

内

千円）

令和 3年度決

部

算　事業費の内訳

主な

評

節 金額 内容

謝礼25
7

価

節  報償費 25

賄材

【

料費等81,997
1

二

0節 需用費 81,9

次

97

支障木伐採968

】

12節 委託費 968

2

14節 工事請負費 0

頁

通園費補助金他287

指

 
18節 負担金補助

 

及び交付金 287

フル

標

タイム人件費他385

 

,136
その他 385

名

,136

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 468,413 520,818

国庫支出金 1,424 6,791

特 定 都道府県支出金 4,210 5



委

大変有効

評   価

コ

託

メント

・成果を落とさ

費

ずにコストを削減する

1

方法はあるか

効 率 

4

性 ・効率性向上に努め

節

ているか 変わらない

・

 

使用料などの受益者負

工

担や補助対象事業の範

事

囲など、財源確保の余

請

地はないか

公立保育園

負

での保育に関しては保

費

育の質と効率性をバラ

1

ンスを取りながら実施

8

している

評   価

コ

節

メント

振り返り（決算

 

年度の取組み課題）

保

負

育が必要な児童を公立

担

保育園で受け入れるこ

金

とで、増加する保育需

補

要に対応することがで

助

きた。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼33
7節  報償

令

費 33

賄材料費他95

和

,360
10節 需用

 

費 95,360

12節

4

 委託費 0

14節 工

年

事請負費 0

通園費補助

度

金237、バス遠足負

当

担金50
18節 負担

初

金補助及び交付金 28

予

7

フルタイム人件費等

算

他425,138
その

　

他 425,138

ＣＨ

事

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

業

価観点 評価内容

・市民

費

の生命・財産を守るた

の

め市が実施することが

内

必要不可欠な事業であ

訳

るか

・行政内部の管理

主

運営上必要な事業であ

な

るか

必 要 性 ・市が

節

主体となり実施すべき

金

事業か 必要不可欠

・法

額

的な根拠や公的関与の

内

妥当性はあるか

・目的

容

は結果（施策の目指す

7

理想）に結びついてい

節

るか

保育が必要な児童

 

の受け入れには公立保

 

育園での保育は必要不

報

可欠

評   価

コメン

償

ト

・事業の成果は上が

費

っているか

・目標に対

1

する達成度は十分か

有

0

 効 性 ・市民生活上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか 大変有効

・行政

需

内部の管理上の課題解

用

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

2

っているか

保育が必要

節

な児童の受け入れには

 

公立保育園での保育は



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

増加する３歳未満児の保育需要に対応するため、今後 増加する保育需要に対応するため、今後も公立

内

保育園

も公立保育園で

部

保育を実施していく で

評

保育を実施していく。

価

外部評価

次年度以降の

【

方向性

外部評価コメン

二

ト

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 徳永

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4290 特別保育事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030203 民生費・児童福祉費・保育所費
科目

事業 040000 特別保育事業

事業目的 事業概要・効果 

保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育 保育時間の延長、乳児保育、一時的保育、病後児保育

、障がいのある子どもへの対応など、多様化する保育 、障がいのある子どもへの対応により地域活動を通じ

ニーズに対応するとともに、地域活動を通じて保育園 て保育園児の豊かな心や保護者の子育て支援を図れた

児の豊かな心や保護者の子

内

育て支援を図る。 。

Ｐ

部

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

評

及び予定

令和 2年度

価

　実績 令和 3年度　

【

実績

延長保育延児童数

二

　5,067人 延長保

次

育延児童数　4,81

】

7人

特別支援保育　3

1

3人 特別支援保育　1

頁

6人

一時保育　132

令

人 一時保育　431人

和

乳児保育　420人 乳

　

児保育　426人

病後

４

児保育　60人を予定

年

病後児保育　788人

度

令和 4年度　予定 令

　

和 5年度　予定

延長

行

保育延児童数　5,0

政

67人

特別支援保育　

評

27人

一時保育　30

価

0人

乳児保育　420

事

人

病後児保育　600

業

人

令和 6年度　予定

別

令和 7年度　予定

シート

実計対象 評価対象



822

財 源 地方債 0 0

その他 15,298 2,370

一般財源 48,516 92,263

正規職員 3.4 3.4
人員数

会計年度（フル） 5.2 5.2
（人）

会計年度（パート） 57.2 57.2

正規職員 24,177.4 24,177.4

人　員 会計年度（フル） 17,134.0 17,134.0

コスト 会計年度（パート） 88,145.2 88,145.2

計 129,456.6 129,456.6

市民一人当たりの経費 3.9 4.6

総額 206,177.6 239,754.6

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

内

主な節 金額 内容

7節 

部

 報償費 0

消耗品費等

評

1,881
10節 需

価

用費 1,881

英語指

【

導3,947、体育指

二

導198
12節 委託

次

費 4,145

14節 

】

工事請負費 0

病後児保

2

育負担金18,415

頁

18節 負担金補助及

指

び交付金 18,415

 

パート職員人件費等5

標

2,280
その他 52

 

,280

名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 76,721 110,298

国庫支出金 6,742 5,843

特 定 都道府県支出金 6,165 9,



委

ことは、保育を必要と

託

する保護者にとっては

費

大変有効

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

4

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め

工

ているか 変わらない

・

事

使用料などの受益者負

請

担や補助対象事業の範

負

囲など、財源確保の余

費

地はないか

病児保育な

1

どは民間に委託して実

8

施することで、効率的

節

に実施されている

評 

 

  価

コメント

振り返

負

り（決算年度の取組み

担

課題）

通常保育事業で

金

はカバーできない保育

補

需要に対して、個別支

助

援する等により保護者

及

の保育ニーズに対応す

び

ることができた

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費1,000、賄材

和

料費他487
10節 

 

需用費 1,487

英語

4

指導3,947、体育

年

指導198
12節 委

度

託費 4,145

14節

当

 工事請負費 0

病後児

初

保育負担金17,53

予

0
18節 負担金補助

算

及び交付金 17,53

　

0

パート職員人件費等

事

87,136
その他 8

業

7,136

ＣＨＥＣＫ

費

個別評価

項目 評価観点

の

評価内容

・市民の生命

内

・財産を守るため市が

訳

実施することが必要不

主

可欠な事業であるか

・

な

行政内部の管理運営上

節

必要な事業であるか

必

金

 要 性 ・市が主体と

額

なり実施すべき事業か

内

必要不可欠

・法的な根

容

拠や公的関与の妥当性

7

はあるか

・目的は結果

節

（施策の目指す理想）

 

に結びついているか

延

 

長保育や一時保育など

報

の保育は必要不可欠

評

償

   価

コメント

・事

費

業の成果は上がってい

1

るか

・目標に対する達

0

成度は十分か

有 効 

節

性 ・市民生活上の課題

 

解決に貢献しているか

需

大変有効

・行政内部の

用

管理上の課題解決に貢

費

献しているか

・事業の

1

目的が達成できるよう

2

な事業内容になってい

節

るか

病児保育などは民

 

間に委託して実施する



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

特別支援保育など、通常保育では対応できない事例に 障がいのある園児へのきめ細かな保育の提供を

内

行い、

は引き続き個別

部

対応を行い、園児の豊

評

かな育ちや保護 園児の

価

福祉増進や保護者の子

【

育て支援を更に図る必

二

要

者の子育て支援を図

次

る必要がある。 がある

】

。

外部評価

次年度以降

4

の方向性

外部評価コメ

頁

ント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

座やイベントを開催　

規

　　　　　 れあい事業

完

等の講座やイベントを

了

開催

　移動式エアコン

事

の設置

令和 4年度　

業

予定 令和 5年度　予

ゼ

定

子育てに関する相談

ロ

支援及び各種イベント

予

実施。 子育てに関する

算

相談支援及び各種イベ

事

ント実施。

子育て世代

業

を対象とした就労支援

担

セミナー等イベント 子

当

育て世代を対象とした

者

就労支援セミナー等イ

全

ベント

実施。 実施。

多

体

世代交流イベントの開

計

催。 多世代交流イベン

画

トの開催。

令和 6年

経

度　予定 令和 7年度

費

　予定

子育てに関する

区

相談支援及び各種イベ

分

ント実施。 子育てに関

内

する相談支援及び各種

線

イベント実施。

子育て

事

世代を対象とした就労

務

支援セミナー等イベン

事

ト 子育て世代を対象と

業

した就労支援セミナー

名

等イベント

実施。 実施

所

。

多世代交流イベント

　

の開催。 多世代交流イ

　

ベントの開催。

属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 内藤

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3645

事務事業名 4292 子育て就労総合支援センター管理運営事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030204 民生費・児童福祉費・子育て就労総合支援センター費
科目

事業 020000 子育て就労総合支援センター管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

  地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図る 　子育て支援の拠点施設として、子育て家庭が抱える

とともに、子育て世代への育児及び就労の支援、並び 育児不安等の相談窓口となり、育児支援のための各種

に新たな市民の交流と働き方をの場を提供し、

内

にぎわ 講座を開催。

い

部

を創出する。   また

評

、保護者の繋がりを支

価

援するための集いの場

【

の

提供、子育てサーク

二

ル等の活動に対して育

次

成・支援を

行うなど子

】

育て家庭のニーズに沿

1

った事業を行い、子

育

頁

て家庭全般の支援を実

令

施している。

  ファ

和

ミリー・サポート・セ

　

ンター事務局を置き、

４

地

域全体で子育て家庭

年

を支え合う基盤づくり

度

に努めてい

る。

　20

　

22.6.1から（株

行

）Goolightへ

政

指定管理委託。

ＰＬＡ

評

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

価

予定

令和 2年度　実

事

績 令和 3年度　実績

業

　子育てに関する相談

別

支援　 子育てに関する

シ

相談支援　

　子育てミ

ー

ニ講座、すくすく育児

ト

ランド、すくすくパ 子

実

育てミニ講座、すくす

計

く育児ランド、すくす

対

くパパ

パ、シルバー人

象

材センター会員との交

評

流、中高生との 、シル

価

バー人材センター会員

対

との交流、中高生との

象

ふ

ふれあい事業等の講



39

財 源 地方債 0 0

その他 779 0

一般財源 5,993 51,788

正規職員 1.1 1.1
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 1.0 1.0

正規職員 7,822.1 7,822.1

人　員 会計年度（フル） 3,295.0 3,295.0

コスト 会計年度（パート） 1,541.0 1,541.0

計 12,658.1 12,658.1

市民一人当たりの経費 0.4 2.0

総額 22,147.1 102,814.1

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

各種講座の講師謝礼等83
7

内

節  報償費 83

消耗

部

品164、食糧費6、

評

賄材料費0、医薬材料

価

費3
10節 需用費 2

【

32
ファミリー・サポ

二

ート・センター活動報

次

告書印刷費59

シルバ

】

ー人材センター庭木剪

2

定委託12
12節 委

頁

託費 12

14節 工事

指

請負費 0

ファミリーサ

 

ポートネットワーク全

標

国講習会参加費49
1

 

8節 負担金補助及び

名

交付金 49

保育士報酬

算

ほか8,164、旅費

　

90、郵便代8、電話

　

料59、カーペットク

式

リーニ
その他 9,11

単

3
ング代37、ファミ

位

サポ補償保険料147

年

、土地借上料228、

　

建物購入費380

　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,489 90,156

国庫支出金 1,553 33,929

特 定 都道府県支出金 1,164 4,4



委

中の保護者の子育てに

託

関する不安感や負担感

費

を軽減し、子育てを楽

1

しいと感じることがで

4

きる環境形成

に寄与し

節

ている。
評   価

コ

 

メント

・成果を落とさ

工

ずにコストを削減する

事

方法はあるか

効 率 

請

性 ・効率性向上に努め

負

ているか 向上

・使用料

費

などの受益者負担や補

1

助対象事業の範囲など

8

、財源確保の余地はな

節

いか

世代間交流そ地域

 

のつながりを通じ、子

負

育て家庭を支えあう環

担

境が定着している。

フ

金

ァミリー・サポート・

補

センター事業を推進し

助

、子育ての相援助活動

及

を支援できた。
評  

び

 価
 

コメント

振り返

交

り（決算年度の取組み

付

課題）

子育て支援の拠

金

点施設として、多様な

そ

支援事業を実施するほ

の

か、相談業務や情報提

他

供を行い、信頼される

Ｃ

事業となって

いる。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料1,000
10節 

和

需用費 1,000

指定

 

管理委託料75,00

4

0
12節 委託費 75

年

,000

14節 工事

度

請負費 0

協議会負担金

当

14,000
18節 

初

負担金補助及び交付金

予

14,000

 
その他

算

156
ファミリー・サ

　

ポート・センター補償

事

保険加入保険料156

業

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

費

目 評価観点 評価内容

・

の

市民の生命・財産を守

内

るため市が実施するこ

訳

とが必要不可欠な事業

主

であるか

・行政内部の

な

管理運営上必要な事業

節

であるか

必 要 性 ・

金

市が主体となり実施す

額

べき事業か 必要不可欠

内

・法的な根拠や公的関

容

与の妥当性はあるか

・

7

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

 

ているか

育児不安等を

 

軽減するための相談・

報

支援及び来館する保護

償

者同士のつながり形成

費

を支援。

評   価

コ

1

メント

・事業の成果は

0

上がっているか

・目標

節

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

需

活上の課題解決に貢献

用

しているか 大変有効

・

費

行政内部の管理上の課

1

題解決に貢献している

2

か

・事業の目的が達成

節

できるような事業内容

 

になっているか

子育て



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

産官共創事業の提案を受け、駅前ビルシルキーに移転 コロナ禍であったが、交流の促進、相談の

内

充実、情報

整備事業を

部

実施。子育て就労総合

評

支援センターの一部 の

価

発信、学習の提供など

【

を大切にして運営を行

二

ってい

として、子育て

次

支援だけでなく、就労

】

支援や交流の場 る。

を

4

提供することで、より

頁

多角的な支援を行う。

Ａ

2022.7

供用開始

Ｃ

。

外部評価

次年度以降

Ｔ

の方向性

外部評価コメ

Ｉ

ント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山本　雅代

全体計画 経費区分 － 内線 3613

事務事業名 15065 児童センター・児童クラブ指定管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 020000 児童センター・児童クラブ指定管理事業

事業目的 事業概要・効果 

　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施 　児童健全育成事業、放課後児童健全育成事業を実施

するため、３児童センター、８地域児童クラブの管理 するため、指定管理者に南部児童センター、東部児童

・運営を行う。 センター、北部児童センターと放課後児童クラブの管

内

理・運営を行う。

ＰＬ

部

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

評

び予定

令和 2年度　

価

実績 令和 3年度　実

【

績

　指定管理者に南部

二

児童センター、東部児

次

童センター 　指定管理

】

者に南部児童センター

1

、東部児童センター

、

頁

北部児童センターと放

令

課後児童クラブの管理

和

運営を 、北部児童セン

　

ターと放課後児童クラ

４

ブの管理運営を

委託し

年

、適切な管理運営が図

度

られた。 委託し、適切

　

な管理運営が図られた

行

。

令和 4年度　予定

政

令和 5年度　予定

　

評

指定管理者に南部児童

価

センター、東部児童セ

事

ンター

、北部児童セン

業

ターと放課後児童クラ

別

ブの管理運営を

委託す

シ

る。

令和 6年度　予

ー

定 令和 7年度　予定

ト

実計対象 評価対象



26,477

財 源 地方債 0 0

その他 18,310 19,245

一般財源 60,651 67,468

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,133.3 2,133.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,133.3 2,133.3

市民一人当たりの経費 2.6 2.8

総額 133,868.3 144,466.3

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

指

内

定管理委託料131,

部

735
12節 委託費

評

131,735

14節

価

 工事請負費 0

18節

【

 負担金補助及び交付

二

金 0

その他 0

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 131,735 142,333

国庫支出金 28,027 29,143

特 定 都道府県支出金 24,747



委

、中央児童センターと

託

連携し、児童センター

費

、放課後児童クラブの

1

円滑な運営を行ってい

4

る。

・児童クラブにお

節

いては、児童が安全に

 

放課後を過ごすことが

工

でき、保護者が安心し

事

て就労できる管理運営

請

を
評   価

行ってい

負

る。
コメント

・市担当

費

者が月１回の所長会の

1

ほか、厚生員会等に出

8

席し、市の指示の伝達

節

や情報共有を行ってい

 

る。

・成果を落とさず

負

にコストを削減する方

担

法はあるか

効 率 性

金

・効率性向上に努めて

補

いるか 向上

・使用料な

助

どの受益者負担や補助

及

対象事業の範囲など、

び

財源確保の余地はない

交

か

・統括責任者の配置

付

により、現場への迅速

金

な指示、指導が効率的

そ

に行われている。

評 

の

  価

コメント

振り返

他

り（決算年度の取組み

Ｃ

課題）

・毎月の月次報

Ｈ

告や、随時の現場訪問

Ｅ

により、管理運営が適

Ｃ

切に行われていること

Ｋ

を確認した。

・指定管

個

理者への市の指示伝達

別

や情報共有を丁寧に行

評

った。

・学校や中央児

価

童センター等との円滑

項

な連携を図った。

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

指定管理

和

委託料142,333

 

12節 委託費 142

4

,333

14節 工事

年

請負費 0

18節 負担

度

金補助及び交付金 0

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 必要

訳

不可欠

・法的な根拠や

主

公的関与の妥当性はあ

な

るか

・目的は結果（施

節

策の目指す理想）に結

金

びついているか

・児童

額

健全育成事業、放課後

内

児童健全育成事業を実

容

施する。

・児童クラブ

7

においては国の基準を

節

上回る支援員を配置し

 

、きめ細かな見守りを

 

行い、放課後や学校休

報

業日の
評   価

児童

償

の安心・安全な居場所

費

を確保する。
コメント

1

・事業の成果は上がっ

0

ているか

・目標に対す

節

る達成度は十分か

有 

 

効 性 ・市民生活上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか 大変有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

2

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

・学校や地域



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

受託業者は他自治体での経験を活かして児童・保護者 統括責任者から現場への迅速な指示、指導

内

が効率的に

へのサービ

部

ス向上に努めている 行

評

われている。

外部評価

価

次年度以降の方向性

外

【

部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山本　雅代

全体計画 経費区分 － 内線 3613

事務事業名 15067 児童クラブ運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 030000 児童クラブ運営事業

事業目的 事業概要・効果 

　留守家庭児童に放課後の安心・安全な居場所を提供 ・放課後児童健全育成事業の実施

する。 ・民間児童クラブに放課後児童クラブの運営を委託。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　放課後児童健全育成事業として、放課後児童クラブ 　放課後児童健全育成事業として、放課後児童ク

内

ラブ

の登録や利用料の

部

徴収、指定管理者委託

評

業務外の施設 の登録や

価

利用料の徴収、指定管

【

理者委託業務外の施設

二

の維持管理や備品購入

次

、民間児童クラブへの

】

放課後児 の維持管理や

1

備品購入、民間児童ク

頁

ラブへの放課後児

童ク

令

ラブの運営委託等を行

和

い、事業の円滑な実施

　

を図 童クラブの運営委

４

託等を行い、事業の円

年

滑な実施を図

ることが

度

できた。 ることができ

　

た。

令和 4年度　予

行

定 令和 5年度　予定

政

・放課後児童健全育成

評

事業の実施

・放課後児

価

童クラブの登録、利用

事

料の徴収

・指定管理者

業

委託業務外の施設の維

別

持管理、備品購入

・民

シ

間児童クラブへの放課

ー

後児童クラブの運営委

ト

託

令和 6年度　予定

実

令和 7年度　予定

計対象 評価対象



財 源 地方債 0 0

その他 3 3

一般財源 20,272 12,642

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.4

正規職員 2,844.4 2,844.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 616.4 616.4

計 3,460.8 3,460.8

市民一人当たりの経費 0.7 0.6

総額 35,436.8 32,449.8

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費9、印刷製本費30、修繕料907
10節

内

 需用費 946

学童保

部

育システム委託料34

評

8、民間児童クラブ事

価

業委託料24,121

【

、無線通
12節 委託

二

費 27,859
信環境

次

整備（森上、日滝、豊

】

洲、日野、井上、仁礼

2

）3,390

日滝地域

頁

児童クラブ流し台設置

指

工事612
14節 工

 

事請負費 612

18節

標

 負担金補助及び交付

 

金 0

通信運搬費25、

名

手数料47、借上料1

算

,320、システム使

　

用料816、備品購入

　

費
その他 2,559

1

式

95、償還金156

単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 31,976 28,989

国庫支出金 6,201 8,779

特 定 都道府県支出金 5,500 7,565



委

しているか

・事業の目

託

的が達成できるような

費

事業内容になっている

1

か

・児童が安全に放課

4

後を過ごすことができ

節

、保護者が安心して就

 

労することができる。

工

評   価

コメント

・

事

成果を落とさずにコス

請

トを削減する方法はあ

負

るか

効 率 性 ・効率

費

性向上に努めているか

1

向上

・使用料などの受

8

益者負担や補助対象事

節

業の範囲など、財源確

 

保の余地はないか

・放

負

課後児童クラブの管理

担

運営を指定管理者に委

金

託したことにより、市

補

の業務をその監督や、

助

児童の登録事務

等に集

及

約し、業務のスリム化

び

を図る。
評   価

コ

交

メント

振り返り（決算

付

年度の取組み課題）

・

金

児童クラブの登録等に

そ

ついて、指定管理者と

の

連携し、円滑に進める

他

ことができた。

・未納

Ｃ

となった利用料の徴収

Ｈ

について、適切な督促

Ｅ

等を行い、年度内の徴

Ｃ

収を行うことができた

Ｋ

。

・指定管理者委託業

個

務外の施設の維持管理

別

、備品購入等を適切に

評

行うことができた。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費50、食糧費3、

和

印刷製本費50、修繕

 

料1,500
10節 

4

需用費 1,603

学童

年

保育システム委託料3

度

49、民間児童クラブ

当

事業委託料（２か所）

初

24,75
12節 委

予

託費 25,106
7

1

算

4節 工事請負費 0

1

　

8節 負担金補助及び

事

交付金 0

通信運搬費7

業

0、手数料73、借上

費

料1,320、システ

の

ム使用料817
その他

内

2,280

ＣＨＥＣＫ

訳

個別評価

項目 評価観点

主

評価内容

・市民の生命

な

・財産を守るため市が

節

実施することが必要不

金

可欠な事業であるか

・

額

行政内部の管理運営上

内

必要な事業であるか

必

容

 要 性 ・市が主体と

7

なり実施すべき事業か

節

必要不可欠

・法的な根

 

拠や公的関与の妥当性

 

はあるか

・目的は結果

報

（施策の目指す理想）

償

に結びついているか

・

費

放課後児童健全育成事

1

業を推進する。

・児童

0

クラブの登録や、利用

節

料の徴収を行う。
評 

 

  価

コメント

・事業

需

の成果は上がっている

用

か

・目標に対する達成

費

度は十分か

有 効 性

1

・市民生活上の課題解

2

決に貢献しているか 大

節

変有効

・行政内部の管

 

理上の課題解決に貢献



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

利用者の登録、利用料の徴収業務は引き続き行政が行 児童クラブの登録について、指定管理者と

内

連携し、円

い、保護者

部

が安心して放課後児童

評

クラブを利用できる 滑

価

に進めることができた

【

。利用料の徴収につい

二

ても、

ように努める 年

次

度内の徴収を行うこと

】

ができた。

 

外部評価

4

次年度以降の方向性

外

頁

部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山本　雅代

全体計画 経費区分 － 内線 3613

事務事業名 15068 児童センター管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 040000 児童センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

  児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な 　児童センター施設の維持管理

居場所を提供する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　予算の範囲内で、中央児童センターと、南部児童セ 　予算の範囲内で、中央児童センターと、南部児童セ

ンター、東部児童センター、北

内

部児童センターの指定

部

ンター、東部児童セン

評

ター、北部児童センタ

価

ーの指定

管理者委託業

【

務外の施設維持管理を

二

行い、適切な維持 管理

次

者委託業務外の施設維

】

持管理を行い、適切な

1

維持

管理を行った。 管

頁

理を行った。

令和 4

令

年度　予定 令和 5年

和

度　予定

予算の範囲内

　

で、中央児童センター

４

と、南部児童セン

ター

年

、東部児童センター、

度

北部児童センターの指

　

定管

理者委託業務外の

行

施設維持管理を行う。

政

令和 6年度　予定 令

評

和 7年度　予定

価事業別シート

実計対象 評価対象



,871 3,064

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,844.4 2,844.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 154.1 154.1

計 2,998.5 2,998.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 5,869.5 6,062.5

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

燃料費105、光熱水費282、修繕料371
10節 需用費 758

無線通信環境整備（南部児童セ

内

ンター、東部児童セン

部

ター、北部児童セン
1

評

2節 委託費 1,69

価

5
ター）1,695

1

【

4節 工事請負費 0

1

二

8節 負担金補助及び

次

交付金 0

手数料153

】

、機器借上料58、清

2

掃用具借上料10、備

頁

品購入費197
その他

指

418

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,871 3,064

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 2



委

施設の修繕等を行う。

託

評   価

コメント

・

費

成果を落とさずにコス

1

トを削減する方法はあ

4

るか

効 率 性 ・効率

節

性向上に努めているか

 

変わらない

・使用料な

工

どの受益者負担や補助

事

対象事業の範囲など、

請

財源確保の余地はない

負

か

　予算の範囲内の維

費

持管理を行っている。

1

評   価

コメント

振

8

り返り（決算年度の取

節

組み課題）

　予算の範

 

囲内で、中央児童セン

負

ターと南部児童センタ

担

ー、東部児童センター

金

、北部児童センターの

補

指定管理者委託業務

外

助

の施設維持管理等を適

及

切に行った。

び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

燃料

令

費210、光熱水費3

和

66、修繕料1,00

 

0
10節 需用費 1,

4

576

印刷機年間保守

年

料72
12節 委託費

度

72

14節 工事請負

当

費 0

18節 負担金補

初

助及び交付金 0

手数料

予

246、機器賃借料4

算

9、清掃用具借上料1

　

1、原材料費10、備

事

品購入費1
その他 1,

業

416
,100

ＣＨＥ

費

ＣＫ

個別評価

項目 評価

の

観点 評価内容

・市民の

内

生命・財産を守るため

訳

市が実施することが必

主

要不可欠な事業である

な

か

・行政内部の管理運

節

営上必要な事業である

金

か

必 要 性 ・市が主

額

体となり実施すべき事

内

業か 必要不可欠

・法的

容

な根拠や公的関与の妥

7

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

 

か

　児童の安心・安全

報

な居場所を確保するた

償

め、施設の適切な維持

費

管理を行う。

評   

1

価

コメント

・事業の成

0

果は上がっているか

・

節

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

需

民生活上の課題解決に

用

貢献しているか 大変有

費

効

・行政内部の管理上

1

の課題解決に貢献して

2

いるか

・事業の目的が

節

達成できるような事業

 

内容になっているか

　



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適正に施設の維持管理を行い、児童の安心、安全な居 適正に施設の維持管理を行い、児童の安心

内

、安全な居

場所の確保

部

を図っている 場所の確

評

保を図った。

外部評価

価

次年度以降の方向性

外

【

部評価コメント

二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山本　雅代

全体計画 経費区分 － 内線 3613

事務事業名 15069 児童センター運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030205 民生費・児童福祉費・児童福祉等施設費
科目

事業 050000 児童センター運営事業

事業目的 事業概要・効果 

 児童健全育成事業を行い、健全な遊びの場、安全な   児童健全育成事業の実施

居場所を提供する。 　中央児童センターの運営

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全 　中央児童センターにおいて、健全な遊びの場、安全

な居場所

内

の提供が図られた。ま

部

た、指定管理者に管理

評

な居場所の提供が図ら

価

れた。また、指定管理

【

者に管理

運営を委託し

二

た３センターと連携し

次

た子育て支援事業 運営

】

を委託した３センター

1

と連携した子育て支援

頁

事業

を行った。 を行っ

令

た。

　 　　

令和 4年

和

度　予定 令和 5年度

　

　予定

　中央児童セン

４

ターにおいて、健全な

年

遊びの場、安全

な居場

度

所を提供する。また、

　

指定管理者に管理運営

行

を

委託した３センター

政

と連携した子育て支援

評

事業を行う

。

 

令和 

価

6年度　予定 令和 7

事

年度　予定

業別シート

実計対象 評価対象



,988 9,239

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,844.4 2,844.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 154.1 154.1

計 2,998.5 2,998.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.2

総額 6,986.5 12,237.5

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

講師謝礼10
7節  報償費 10

消耗品費312、食糧費4、医薬材料費1
10節 需用費 317

12節 委託費 0

内

14節 工事請負費 0

部

会議出席負担金8
18

評

節 負担金補助及び交

価

付金 8

報酬322、給

【

料2,214、職員手

二

当437、共済費57

次

0、旅費10、通信運

】

搬費51、
その他 3,

2

653
保険料49

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,988 9,239

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3



委

題解決に貢献している

託

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

・児童

4

に対し、健全な遊びの

節

場と安全な居場所を提

 

供する。

・指定管理者

工

に管理運営を委託した

事

南部児童センター、東

請

部児童センター、北部

負

児童センターと連携し

費

ながら
評   価

未就

1

園児親子等の集まりの

8

場を提供し、子育て支

節

援事業を実施する。
コ

 

メント

・成果を落とさ

負

ずにコストを削減する

担

方法はあるか

効 率 

金

性 ・効率性向上に努め

補

ているか 向上

・使用料

助

などの受益者負担や補

及

助対象事業の範囲など

び

、財源確保の余地はな

交

いか

・指定管理者に管

付

理運営を委託した３セ

金

ンターと合同の所長会

そ

、厚生員会等を行う。

の

・指定管理者の行う研

他

修に参加する。
評  

Ｃ

 価

コメント

振り返り

Ｈ

（決算年度の取組み課

Ｅ

題）

・児童に健全な遊

Ｃ

びの場、安全な居場所

Ｋ

の提供が図られた。

・

個

指定管理者に管理運営

別

を委託した３センター

評

と連携した子育て支援

価

事業等を行い、未就園

項

児親子等への支援が図

目

られた

。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

講師謝礼15、謝礼4

令

7節  報償費 19

消

和

耗品費326、食糧費

 

20、印刷製本費20

4

、医薬材料費5
10節

年

 需用費 371

12節

度

 委託費 0

14節 工

当

事請負費 0

会議出席負

初

担金43
18節 負担

予

金補助及び交付金 43

算

報酬1,057、給料

　

4,796、職員手当

事

1,342、共済費1

業

,134、旅費378

費

、通信運
その他 8,8

の

06
搬費55、保険料

内

44

ＣＨＥＣＫ

個別評

訳

価

項目 評価観点 評価内

主

容

・市民の生命・財産

な

を守るため市が実施す

節

ることが必要不可欠な

金

事業であるか

・行政内

額

部の管理運営上必要な

内

事業であるか

必 要 

容

性 ・市が主体となり実

7

施すべき事業か 必要不

節

可欠

・法的な根拠や公

 

的関与の妥当性はある

 

か

・目的は結果（施策

報

の目指す理想）に結び

償

ついているか

・児童の

費

健康増進と豊かな情操

1

を育むため、児童に健

0

全な遊びと安全な居場

節

所を提供し、健全育成

 

を図る。

評   価

コ

需

メント

・事業の成果は

用

上がっているか

・目標

費

に対する達成度は十分

1

か

有 効 性 ・市民生

2

活上の課題解決に貢献

節

しているか 大変有効

・

 

行政内部の管理上の課



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

健全な遊び場の提供を図っている 健全な遊び場の提供を図っている

外部評価

次年度以降の方向性

内

外部評価コメント

部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 丸山

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3312

事務事業名 4080 母子・父子家庭支援事業

所　　属 100100 健康福祉部・福祉課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030206 民生費・児童福祉費・母子・父子福祉費
科目

事業 010000 母子・父子家庭支援事業

事業目的 事業概要・効果 

母子・父子家庭の福祉の推進を積極的に行うことによ 母子・父子自立支援員を設置し、母子、父子家庭の生

り地域福祉の向上を図る。 活全般にわたる相談と自立に必要な指導助言を行う。

 母子、父子の職業能力の開発のため、講座修了者に

支援を行う等母子、父子家庭への支援を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和

内

 2年度　実績 令和 

部

3年度　実績

・母子家

評

庭数　524世帯　 ・

価

母子父子家庭数　58

【

2世帯　

・母子家庭高

二

等技能訓練促進費給付

次

　1人1,200,0

】

00円 ・母子家庭高等

1

職業訓練促進費給付　

頁

2人2,880,00

令

0円

・入所施設措置費

和

　1,111,895

　

円 　同　修了支援給付

４

金の給付　1人　50

年

,000円

 ・入所施

度

設措置費　1世帯　3

　

,717,069円

令

行

和 4年度　予定 令和

政

 5年度　予定

・母子

評

父子家庭数　582世

価

帯　

・母子家庭高等職

事

業訓練促進費給付　4

業

,130,000円

・

別

入所施設措置費　1世

シ

帯　4,077,00

ー

0円

令和 6年度　予

ト

定 令和 7年度　予定

実計対象 評価対象



源 地方債 0 0

その他 5 1,001

一般財源 8,146 6,258

正規職員 0.3 0.2
人員数

会計年度（フル） 1.0 1.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,133.3 1,422.2

人　員 会計年度（フル） 3,295.0 3,295.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 5,428.3 4,717.2

市民一人当たりの経費 0.3 0.4

総額 15,734.3 18,393.2

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費10
10節 需用費 10

12節 

内

委託費 0

14節 工事

部

請負費 0

負担金3
18

評

節 負担金補助及び交

価

付金 3

母子・父子家庭

【

高等職業訓練促進給付

二

金　2,930
その他

次

10,293
母子生活

】

支援施設入所委託料3

2

,717　ほか3,6

頁

46

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,306 13,676

国庫支出金 2,155 5,398

特 定 都道府県支出金 0 1,019

財 



委

・事業の目的が達成で

託

きるような事業内容に

費

なっているか

安心、安

1

全な環境の提供、就労

4

支援の実施等、ひとり

節

親家庭の自立、児童の

 

健全育成に寄与できて

工

いる。

評   価

コメ

事

ント

・成果を落とさず

請

にコストを削減する方

負

法はあるか

効 率 性

費

・効率性向上に努めて

1

いるか 変わらない

・使

8

用料などの受益者負担

節

や補助対象事業の範囲

 

など、財源確保の余地

負

はないか

ひとり親家庭

担

への支援であるため、

金

適切な給付等が必要で

補

あるため、コスト削減

助

という考え方は馴染ま

及

ない。

評   価

コメ

び

ント

振り返り（決算年

交

度の取組み課題）

村石

付

母子父子家庭特別奨学

金

金について、３年続け

そ

て申請がないため、対

の

応の検討が必要である

他

。

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費10
10節 需用

和

費 10

12節 委託費

 

0

14節 工事請負費

4

0

母子・父子家庭親子

年

の集い補助金　460

度

　ほか138
18節 

当

負担金補助及び交付金

初

598

母子・父子家庭

予

高等職業訓練促進給付

算

金　4,130
その他

　

13,068
母子生活

事

支援施設入所委託料4

業

,077　ほか4,8

費

61

ＣＨＥＣＫ

個別評

の

価

項目 評価観点 評価内

内

容

・市民の生命・財産

訳

を守るため市が実施す

主

ることが必要不可欠な

な

事業であるか

・行政内

節

部の管理運営上必要な

金

事業であるか

必 要 

額

性 ・市が主体となり実

内

施すべき事業か 必要不

容

可欠

・法的な根拠や公

7

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

 

の目指す理想）に結び

 

ついているか

ひとり親

報

家庭の自立、児童の健

償

全な育成を図るために

費

必要不可欠な支援であ

1

る。

職業訓練給付金に

0

ついて適切な給付がで

節

きた。
評   価

コメ

 

ント

・事業の成果は上

需

がっているか

・目標に

用

対する達成度は十分か

費

有 効 性 ・市民生活

1

上の課題解決に貢献し

2

ているか 大変有効

・行

節

政内部の管理上の課題

 

解決に貢献しているか



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

母子父子家庭の自立支援のため必要な支援であるため 村石母子父子家庭特別奨学金制度について見

内

直す

、継続した実施が

部

必要である。また、児

評

童の健全育成  

のため

価

教育委員会との連携が

【

大切である。

外部評価

二

次年度以降の方向性

外

次

部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 内藤

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12161 親子通園施設管理事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 010000 親子通園施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

親子通園施設くれよんの適切な施設管理 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童に対して個別指導を行い、児童の育成を促すとと

もに、保護者への子育て支援を行うための親子通園施

設の適正な管理を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

保育室・訓練室カーペットク

内

リーニング 保育室・訓

部

練室カーペットクリー

評

ニング

 

令和 4年度

価

　予定 令和 5年度　

【

予定

保育室・訓練室カ

二

ーペットクリーニング

次

保育室・訓練室カーペ

】

ットクリーニング

令和

1

 6年度　予定 令和 

頁

7年度　予定

保育室・

令

訓練室カーペットクリ

和

ーニング 保育室・訓練

　

室カーペットクリーニ

４

ング

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



265

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.3 0.3
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 988.5 988.5

コスト 会計年度（パート） 154.1 154.1

計 1,142.6 1,142.6

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,423.6 1,407.6

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

ガス料79、上下水道料48、修繕料12
10節 需用費 139

 

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金

内

補助及び交付金 0

保育

部

室・訓練室カーペット

評

クリーニング、ピアノ

価

調律55
その他 142

【

訓練用具等修繕用材料

二

費等5、備品購入費8

次

2

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 281 265

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 281



委

減する方法はあるか

効

託

 率 性 ・効率性向上

費

に努めているか 変わら

1

ない

・使用料などの受

4

益者負担や補助対象事

節

業の範囲など、財源確

 

保の余地はないか

最低

工

限の費用で実施。

評 

事

  価

コメント

振り返

請

り（決算年度の取組み

負

課題）

工夫しながら予

費

算範囲内で実施。

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

ガス

令

料111、上下水道料

和

66、修繕料22
10

 

節 需用費 199

12

4

節 委託費 0

14節 

年

工事請負費 0

18節 

度

負担金補助及び交付金

当

0

保育室・訓練室カー

初

ペットクリーニング、

予

ピアノ調律56
その他

算

66
訓練用具等修繕用

　

材料費等10

ＣＨＥＣ

事

Ｋ

個別評価

項目 評価観

業

点 評価内容

・市民の生

費

命・財産を守るため市

の

が実施することが必要

内

不可欠な事業であるか

訳

・行政内部の管理運営

主

上必要な事業であるか

な

必 要 性 ・市が主体

節

となり実施すべき事業

金

か 必要不可欠

・法的な

額

根拠や公的関与の妥当

内

性はあるか

・目的は結

容

果（施策の目指す理想

7

）に結びついているか

節

子どもが利用する施設

 

として衛生管理及び維

 

持管理が必要。

評  

報

 価

コメント

・事業の

償

成果は上がっているか

費

・目標に対する達成度

1

は十分か

有 効 性 ・

0

市民生活上の課題解決

節

に貢献しているか 有効

 

・行政内部の管理上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか

・事業の目的が達

費

成できるような事業内

1

容になっているか

十分

2

に成果を達成。

評  

節

 価

コメント

・成果を

 

落とさずにコストを削



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適切な維持管理に努める。 適正に維持管理を行った。

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価コメ

内

ント

部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 内藤

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 12178 親子通園事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 030207 民生費・児童福祉費・親子通園施設費
科目

事業 020000 親子通園事業

事業目的 事業概要・効果 

　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする 　心身に障がいのある児童や発達に支援を必要とする

児童が、保護者とともに通園し、機能訓練及び生活指 児童の保育、機能訓練及び生活指導を行い育成を促す

導を通して生活に必要な力を向上させる。また、その ことができた。

保護者に対して相談に応じる等の支援を行い、総合的  

に児童の

内

育成支援を図る。

ＰＬ

部

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

評

び予定

令和 2年度　

価

実績 令和 3年度　実

【

績

機能訓練、生活指導

二

、保護者支援 機能訓練

次

、生活指導、保護者支

】

援

令和 4年度　予定

1

令和 5年度　予定

機

頁

能訓練、生活指導、保

令

護者支援 機能訓練、生

和

活指導、保護者支援

令

　

和 6年度　予定 令和

４

 7年度　予定

機能訓

年

練、生活指導、保護者

度

支援 機能訓練、生活指

　

導、保護者支援

行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



財源 3,974 6,872

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 1.1 1.1
（人）

会計年度（パート） 0.9 0.9

正規職員 2,133.3 2,133.3

人　員 会計年度（フル） 3,624.5 3,624.5

コスト 会計年度（パート） 1,386.9 1,386.9

計 7,144.7 7,144.7

市民一人当たりの経費 0.2 0.3

総額 11,132.7 14,016.7

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

音楽療法士謝礼70
7節  報償費 70

消耗品81、食糧費3、医療材料費3
1

内

0節 需用費 87
 

1

部

2節 委託費 0

14節

評

 工事請負費 0

18節

価

 負担金補助及び交付

【

金 0

嘱託医報酬17、

二

会計年度任用職員報酬

次

60、給料2,562

】

、手当486、共済費

2

65
その他 3,831

頁

9、旅費2、電話料他

指

45

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,988 6,872

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 14 0

一般



委

なっているか

実施して

託

いる支援は有効。

評 

費

  価

コメント

・成果

1

を落とさずにコストを

4

削減する方法はあるか

節

効 率 性 ・効率性向

 

上に努めているか 変わ

工

らない

・使用料などの

事

受益者負担や補助対象

請

事業の範囲など、財源

負

確保の余地はないか

利

費

用者への支援は十分に

1

行えているが、利用者

8

がいない期間もある。

節

単独館での事業実施は

 

効率的とはいえな

い。

負

評   価

コメント

振

担

り返り（決算年度の取

金

組み課題）

心身に障が

補

いのある児童や発達に

助

支援を必要とする児童

及

への機能訓練及び生活

び

指導を行い、児童の育

交

成支援ができた。

保護

付

者にとって相談支援や

金

情報交換の場となって

そ

いる。

 

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

音楽療法士謝礼120

令

7節  報償費 120

和

 

消耗品81、食糧費

 

10、賄材料10、医

4

療材料費3
10節 需

年

用費 104

12節 委

度

託費 0

14節 工事請

当

負費 0

18節 負担金

初

補助及び交付金 0

嘱託

予

医報酬17、会計年度

算

任用職員報酬1,91

　

5、給料2,584、

事

手当等1,019、
そ

業

の他 6,648
共済費

費

1,063、旅費5、

の

電話料42、郵便料3

内

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

訳

目 評価観点 評価内容

・

主

市民の生命・財産を守

な

るため市が実施するこ

節

とが必要不可欠な事業

金

であるか

・行政内部の

額

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

容

市が主体となり実施す

7

べき事業か 高い

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

 

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

報

想）に結びついている

償

か

支援が必要な児童は

費

一定数いることから今

1

後も必要。

評   価

0

コメント

・事業の成果

節

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

需

分か

有 効 性 ・市民

用

生活上の課題解決に貢

費

献しているか 有効

・行

1

政内部の管理上の課題

2

解決に貢献しているか

節

・事業の目的が達成で

 

きるような事業内容に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

事業が効果的に実施できるよう長期的な施設の在り方 利用者に療育や生活指導等を行い、育成支

内

援を行った

を研究する

部

必要がある。 。

利用者

評

にとってより良い施設

価

になるよう研究してい

【

く

。 

外部評価

次年度

二

以降の方向性

外部評価

次

コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 島田

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3642

事務事業名 4296 幼稚園助成事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100501 教育費・幼稚園費・幼稚園費
科目

事業 010000 幼稚園助成事業

事業目的 事業概要・効果 

幼児教育の振興を図るため 市内の６私立幼稚園の運営の安定化が図れた。また、

特別支援保育対策事業補助金を交付して特別に支援が

必要な児童の受け入れの促進を図れた。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

私立幼稚園補助金　　　　　　　2,394,000円 私立幼稚園補助金　　　　　　　2,1

内

15,900円

特別支

部

援保育対策事業補助金

評

　　3,480,00

価

0円 特別支援保育対策

【

事業補助金　　390

二

,600円

令和 4年

次

度　予定 令和 5年度

】

　予定

私立幼稚園補助

1

金　　　　　　　1,

頁

668,000円

特別

令

支援保育対策事業補助

和

金　　1,740,0

　

00円

令和 6年度　

４

予定 令和 7年度　予

年

定

度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



980

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 16,181 9,867

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,133.3 2,133.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,133.3 2,133.3

市民一人当たりの経費 0.6 0.7

総額 29,999.3 34,128.3

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費

内

0

私立幼稚園補助金2

部

,115、特別支援対

評

策事業補助金390
1

価

8節 負担金補助及び

【

交付金 27,187
施

二

設等利用給付費24,

次

127、副食費補足給

】

付費551

国返還金4

2

46、県返還金223

頁

、郵便料9
その他 67

指

9

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 27,866 31,995

国庫支出金 7,699 14,148

特 定 都道府県支出金 3,986 7,



委

援は大変有効

評   

託

価

コメント

・成果を落

費

とさずにコストを削減

1

する方法はあるか

効 

4

率 性 ・効率性向上に

節

努めているか 変わらな

 

い

・使用料などの受益

工

者負担や補助対象事業

事

の範囲など、財源確保

請

の余地はないか

民間幼

負

児教育施設は公立で実

費

施するより効率的と考

1

える

評   価

コメン

8

ト

振り返り（決算年度

節

の取組み課題）

財政支

 

援をすることで幼児教

負

育の拡充することがで

担

きた

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

私立幼稚園補

4

助金1,668、特別

年

支援対策事業補助金1

度

,740
18節 負担

当

金補助及び交付金 31

初

,974
施設等利用給

予

付費27,756、副

算

食費補足給付費810

　

郵便料21
その他 21

事

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

業

目 評価観点 評価内容

・

費

市民の生命・財産を守

の

るため市が実施するこ

内

とが必要不可欠な事業

訳

であるか

・行政内部の

主

管理運営上必要な事業

な

であるか

必 要 性 ・

節

市が主体となり実施す

金

べき事業か 必要不可欠

額

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

容

目的は結果（施策の目

7

指す理想）に結びつい

節

ているか

公立の幼児教

 

育施設が無いことから

 

民間の幼児教育施設は

報

必要不可欠

評   価

償

コメント

・事業の成果

費

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

0

分か

有 効 性 ・市民

節

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 大変有効

需

・行政内部の管理上の

用

課題解決に貢献してい

費

るか

・事業の目的が達

1

成できるような事業内

2

容になっているか

幼児

節

教育の推進には民間幼

 

児教育施設への財政支



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

公立の幼児教育施設が無いため、今後も民間幼児教育 幼児教育の推進には民間幼児教育施設への財政

内

支援は

施設への財政支

部

援は継続する 有効

外部

評

評価

次年度以降の方向

価

性

外部評価コメント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 須田

全体計画 平成27年度 ～ 経費区分 義務的経費 内線 3644

事務事業名 12529 施設型給付等事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03010900 切れ目のない子育て支援の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 100501 教育費・幼稚園費・幼稚園費
科目

事業 020000 施設型給付等事業

事業目的 事業概要・効果 

幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 国の子ども・子育て支援新制度により、従来の幼稚園

、認定こども園の教育を受ける児童について、施設型

給付費として運営費を支出することが新たに求められ

る。

市内認定こども園３園及び、市外の認定こども園５園

に対して施設型給付費として運営費を支出する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

内

年度実績及び予定

令和

部

 2年度　実績 令和 

評

3年度　実績

幼稚園就

価

園奨励費補助金　　　

【

72,000,000

二

円 施設型給付費　　　

次

113,673,83

】

5円

令和 4年度　予

1

定 令和 5年度　予定

頁

施設型給付費　　　1

令

26,000,000

和

円

令和 6年度　予定

　

令和 7年度　予定

４年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



37,827

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 111,587 45,741

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 711.1 711.1

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 711.1 711.1

市民一人当たりの経費 2.2 2.5

総額 115,347.1 128,745.1

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

内

施設型給付費　113

部

,674
18節 負担

評

金補助及び交付金 11

価

3,674

施設等利用

【

給付費　962
その他

二

962

次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 114,636 128,034

国庫支出金 2,033 44,466

特 定 都道府県支出金 1,016



委

方法はあるか

効 率 

託

性 ・効率性向上に努め

費

ているか 変わらない

・

1

使用料などの受益者負

4

担や補助対象事業の範

節

囲など、財源確保の余

 

地はないか

国制度によ

工

る幼児教育の無償化の

事

ため、効率性の向上は

請

望めない

評   価

コ

負

メント

振り返り（決算

費

年度の取組み課題）

国

1

制度による幼児教育の

8

無償化を適切に実施で

節

きた

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

施設型給付費

4

　126,000
18

年

節 負担金補助及び交

度

付金 126,000

施

当

設等利用給付　2,0

初

34
その他 2,034

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 必要不可欠

な

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

金

目的は結果（施策の目

額

指す理想）に結びつい

内

ているか

国制度による

容

幼児教育の無償化のた

7

め、必要不可欠

評  

節

 価

コメント

・事業の

 

成果は上がっているか

 

・目標に対する達成度

報

は十分か

有 効 性 ・

償

市民生活上の課題解決

費

に貢献しているか 大変

1

有効

・行政内部の管理

0

上の課題解決に貢献し

節

ているか

・事業の目的

 

が達成できるような事

需

業内容になっているか

用

国制度による幼児教育

費

の無償化により幼児教

1

育の費用負担の軽減が

2

図られた

評   価

コ

節

メント

・成果を落とさ

 

ずにコストを削減する



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

今後も適切に国制度による幼児教育の無償化を実施し 今後も適切に国制度による幼児教育の無償

内

化を実施し

ていく てい

部

く

外部評価

次年度以降

評

の方向性

外部評価コメ

価

ント

【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


